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活
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① 整備延長 ｍ
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a 事業費
（H28年度決算見
込）の執行内訳

・不動産鑑定手数料　2,001千円　　　　　　　・観音通線街路築造工事　7,992千円
・除草委託　24千円　　　　　　　　　　　　　　  ・木柵設置工事　220千円
・建物補償調査積算委託　7,765千円　　　　・街路用地購入費  105,278千円
・測量委託　771千円　　　　　　　　　　　　　　・建物移転補償料　143,374千円
・交通量調査委託　475千円

指標名 単位
H28目標・計画 H29目標・計画 H30目標・計画 最終目標・計画

（H28実績見込） （H29実績見込）

1.25 人
一般職非常勤職員等（時間） 時間 時間 時間

投入労働量
常勤職員等（人工） 0.20 人 0.90 人

 b 人件費 1,466 6,595 9,160

 総コスト（ a 事業費 ＋ b 人件費 ） 1,653 22,746 277,060

［ニ］その他

［ホ］一般財源 187 16,151 267,900

［ロ］県支出金

［ハ］地方債

投
入
コ
ス
ト

 a 事業費［イ］～［ホ］ 187 16,151 267,900

財源内訳

［イ］国庫支出金

２．実施結果

H28年度の
事業の実施内容

街路用地購入、建物移転j補償、道路築造工事、諸委託

単位：千円 H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算見込

めざす
目的成果

観音通線は、一般国道254号から朝霞駅南口に繫がる路線であり、市民が安全に通行し、相互の交通が円
滑になっている。また、主要な交通の動線を結ぶことから、朝霞市の交通等の利便性を増進し市民生活に活
力をもたらしている。

事業内容
都市計画道路駅前通線から約666ｍの区間についてはほぼ整備済みで、整備完了を目指し残りの朝霞第四
中学校から国道254号の約234ｍについて地権者と用地交渉を実施する。

事業手法

　市の完全な直営 　委託等（請負、負担金、交付金等を含む） 　市民等との協働 　補助金交付

用地取得交渉は直営で行い、測量や建物補償調査は業務委託として発注し、道路工事は建設事業者へ工
事発注する。

　ハード事業

法令等の義務付け

　法令等（市条例・要綱等を除く）で義務付けられている事業 ＜根拠法令等（法律、条例、要綱など）＞

　義務と任意の両方を含んでいる事業

　任意（市条例・要綱等を含む）の自治事務

事業年度 H 26 年度　～ H 32  年度 事業類型 　ソフト事業

区画整理係 部課コード 050100

１．事業概要
総合計画コード 5221 5231

継続事業評価シート（対象：H28年度実施事務事業）

事務事業名 観音通線整備事業
事務事業

コード
02801

部　名 都市建設部 課　名 まちづくり推進課 係　名

H29年度評価



方針
（次年度の改善内
容等を含めた具体
的な事業の展開方

針）

・用地取得のほか、第四中学校入口交差点から県道新座・和光線までの区間について道路築造工事や
電柱移設工事を実施する。

　市民等との協働を今後導入・拡大 （実施時期　：　H  年度）
　その他 （実施時期　：　H  年度）

　受益者負担の見直し （実施時期　：　H  年度）
　臨時・再任用職員等の活用を今後導入・拡大 （実施時期　：　H  年度）

 年度）

　業務プロセス改善 （実施時期　：　H  年度）
　対象・水準等の見直し （実施時期　：　H  年度）

労働費 　Ａ 拡大 　Ｂ 現状のまま 　Ｃ 縮小

見直しの方向性

　Ａ 見直して継続 　Ｂ 現状のまま継続

　民間委託・ＰＦＩ・指定管理者等を今後導入・拡大 （実施時期　：　H今
後
の
取
組
方
針

成果の方向性 　Ａ 拡大 　Ｂ 現状のまま 　Ｃ 縮小

投入資
源の方
向性

事業費 　Ａ 拡大 　Ｂ 現状のまま 　Ｃ 縮小

　Ｅ 終了 （実施時期　： 　H28年度まで 　H29年度まで 　H30年度まで ）

　Ｄ 国・県に移譲 （実施時期　： 　H28年度から 　H29年度から 　H30年度から ）

）

　Ｃ 民営化 （実施時期　： 　H28年度から 　H29年度から 　H30年度から ）

　その他

＜説明＞
・観音通線は歩行者・自転車にとって安全で安心して通行できる道路環境を実現するとともに、東京オリンピック・パラリ
ンピックの競技会場へのアクセスルートとしても活用できる道路となるよう2020年開通を目指して事業進捗を図る。

４．今後の展開方針〔課としての判断〕

事業の方向性

　Ａ 市で継続実施

　Ｂ 休止・廃止 （実施時期　： 　H28年度から 　H29年度から 　H30年度から

　民間委託や指定管理者制度の活用など事業手法の見直しの余地がある

　業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化する余地がある

　サービスの対象、水準、内容を見直す余地がある

　受益者負担のあり方について見直す余地がある

　実施体制（事業間・組織間の連携や事務分担など）を見直す余地がある

　投入したコストに見合った効果が現れておらず、効果向上やコスト圧縮の余地がある

　指標に表れない事項について目標を達成した

　その他

＜説明：指標の達成状況及び改善等に関する達成状況を記入＞
・地権者との協議や不動産鑑定を計画的に進め、用地購入が促進された。

留意点

（政策の立
案・推進に

際して）

＜説明：留意した点について記入＞
思いやり：両側歩道が整備されることで高齢者や障害者、また子育て世帯の方々や子どもたちの通学路の安全確保が
できた。
参加と協働：工事工程について、住民説明会を開催し、資料を配布し、丁寧に説明を行った。
経営的な視点：都市計画道路の整備により、市民の交通の利便性が向上された。

見直し
余地

（事業の
内容、実
施手法等
は適切

か）

判定 　Ⅰ 見直す余地がない 　Ⅱ 見直す余地がある程度認められる 　Ⅲ 見直す余地がある

　民間が実施した場合、現在のサービス水準を維持することが、収益性や技術面で難しい

　その他

＜説明＞
・朝霞駅と国道254号が直結することから利便性の向上が図られる。また、市道2号線（城山通り）や市道8号線（公園通
り）の交通渋滞が緩和されることで経済効果も期待できた。
・市道7号線（観音通線）の交通量増加が見込まれることから、より一層の交通安全対策が必要となる。

達成度

（事業の
目標は達

成した
か）

判定 　Ａ 目標よりも大きな成果が得られた 　Ｂ 概ね目標の成果が得られた 　Ｃ 目標とする成果が得られなかった

　活動指標の目標を達成した

　成果指標の目標を達成した

３．事務事業の分析

必要性

（市が関
与する必
要性はあ

るか）

判定 　Ａ 必要性が高い 　Ｂ 必要性がある程度認められる 　Ｃ 必要性が低い

　社会経済環境の変化により、当該事務事業が解決すべき課題が増えている、増えることが予想される

　サービスの拡大や充実を求める意見・要望が増えている

　法令等により、市に実施が義務付けられている

　市が実施しないと、市民生活に深刻な影響が生じる


